
   国民の命と健康を守る為に全ての医療機関や介護施設・  

事業所に対し更なる財政支援を求める意見書  

 

今般の新型コロナウイルス感染症の拡大の下で、医療・介護従事者は

自らの感染リスクとたたかいながら、国民の生命と健康を守る為に日々

休むことなく奮闘しています。  

とりわけ重症者を受け入れている医療機関における逼迫した状況が

報道等で取り上げられています。しかし、地域医療や介護を支えている

のは、すべての病院、診療所、歯科、介護事業所、保険薬局などであり

ます。  

医療機関では、入院・外来ともに患者の著しい減少がみられ、感染対

策に係る支出はその一方で増加しています。また、その他の機関におき

ましても、新型コロナウイルス感染症の終息が見通せない中において、

経営状態が悪化し、事業を継続させていくことが、困難な状況となって

います。医療機関、介護施設・事業所等は、感染拡大の第二波、第三波

に備えながら、経営状態の改善を図るという、大変苦しい状況にありま

す。国民の命と健康を守る医療機関、介護施設・事業所等の経営危機に

よる医療崩壊・介護崩壊は必ず食い止めなければなりません。  

その為には、国による迅速かつ的確な更なる財政支援が必要であるこ

とから、以下の事項について国に要望します。  

 

 

最前線で国民の命と健康を守る全ての医療機関、介護施設・事業所を

守る為に、更なる財政支援をすること。  

 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。  
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